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ニッセイＪＰＸ日経４００アクティブファンド 
追加型投信／国内／株式  

第６期決算と設定来の運用状況について 

＜設定来の基準価額等の推移＞ 

出所）ブルームバーグ等のデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成 
上記は過去の実績であり、将来の運用成果等を保証するものではありません。税引前分配金再投資基準価額は分配金（税引前）を再投資したものとして計
算しております。運用状況によっては、分配金額が変わる場合、あるいは分配金が支払われない場合があります。分配金は信託財産から支払いますので、 
基準価額が下がる要因となります。収益分配金には普通分配金に対して所得税および地方税がかかります（個人受益者の場合）。 

設定来の騰落率の比較：当ファンドは税引前分配金再投資基準価額、ベンチマークはＪＰＸ日経インデックス４００（配当込み） 
当ファンド設定日の前営業日の終値を起点として、ベンチマークのデータが取得可能な２０１７年１月２４日までのデータを示しています。 

＜分配の推移（１万口当り、税引前）＞ 

 当ファンドは徹底した調査・分析に基づき投資銘柄を厳選、「ＪＰＸ日経インデックス４００（配当込み）」を 

ベンチマークとして、これを上回る投資成果の獲得をめざし運用を行っています。 

 株式市場では米大統領選後に進んだ、金融株や輸出関連株を中心とした期待先行の物色の動きは

いったん終了し、市場は徐々に落ち着きを取り戻しつつあります。１月２５日の日経平均株価終値は 

１９,０５８円と、米大統領選の結果が判明した１１月９日の終値１６,２５２円に比べ２,８０６円高となって 

います。今後は、急速に進んだ長期金利の上昇や円安・ドル高が実際に企業業績にどれほどの影響を

与えるか、個別企業の業績の方向性により焦点を当てた相場展開になると思われます。 

 当ファンドは本日第６期決算を迎えましたが、基準価額は９,９８４円にとどまっています。ついては、 

本日の決算においては、基準価額の水準等を勘案し、分配の実施を見送らせていただいております。 

 なお、当ファンドは設定から約３年が経過しましたが、設定来のファンドのパフォーマンスを示す税引前

分配金再投資基準価額はベンチマークであるJPX日経インデックス４００（配当込み）を上回っております。

今後も信託財産の中長期的な成長を図ることを目標に運用を行ってまいりますので、引き続きご愛顧 

たまわりますよう、よろしくお願い申し上げます。 

基準価額の推移（２０１７年１月２５日現在） 

≪設定来の騰落率の比較（1月24日現在）≫ 

当ファンド ４０.５％ 

ベンチマーク ３０.１％ 

超過収益 １０.４％ 
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＜企業業績と株価の推移＞ 

2007 2009 2011 2013 2015 2017 
（年） 

＜ＰＢＲの比較（２０１６年１２月末現在）＞ ＜ＰＥＲの比較（２０１６年１２月末現在） ＞ 

（倍） 

出所）ブルームバーグのデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成 
日本株式：ＴＯＰＩＸ、米国株式：Ｓ＆Ｐ５００指数  データ期間：株価は２００７年１月末～２０１６年１２月末（月次）、ＥＰＳ（１株当り純利益）は２００７年～ 
２０１７年（年次）。株価は２００７年１月末を１００として指数化、ＥＰＳ（１株当り純利益）は２００７年を１００として指数化（いずれも現地通貨ベース）。ＥＰＳ（１株
当り純利益）の２０１７年は予想値（２０１７年１月現在のブルームバーグ集計値）。 

出所）ブルームバーグのデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成 
日本株式：ＴＯＰＩＸ、米国株式：Ｓ＆Ｐ５００指数  過去１０年間の平均値は２００７年１月末～２０１６年１２月末の月次データの平均を示しています。 

 景気回復が先行した米国では企業業績の拡大とともに株価が上昇、Ｓ＆Ｐ５００など代表的な株価指数

は過去最高値を更新しています。米国との比較では日本株式に出遅れ感が見られますが、日本でも企業

業績は世界的な金融危機以前の２００７年を超える水準にまで回復が予想されています。 

 また、ＰＢＲ（株価純資産倍率）やＰＥＲ（株価収益率）などの代表的なバリュエーション指標を確認すると、

日本株式はＰＢＲは過去１０年平均値近辺、ＰＥＲは過去１０年間の平均値を下回っており、割安を示唆し

ています。 

 米大統領選の結果が判明して以降、株式市場は大幅に反発しましたが、企業業績の改善に伴い、日本

株式の更なる上昇が期待されます。 

日本株式 米国株式 

2007 2009 2011 2013 2015 2017 
（年） 

予
想
値 

予
想
値 

   ：（ご参考） 
過去10年間の 

平均値 

  ：（ご参考） 
過去10年間の 

平均値 

（倍） 



●当資料に記載されている投資リスク、ファンドの費用等を必ずご覧ください。 

16.7％

8.0％ 7.8％
6.9％

0％

5％

10％

15％

20％

組入銘柄

平均

ＪＰＸ日経

インデックス

４００

日経平均

株価

ＴＯＰＩＸ

-5％

0％

5％

10％

15％

20％

2006年12月 2011年12月 2016年12月

米国

日本

 Morningstar Award “Fund of the Year 2015”は過去の情報に基づくものであり、 
将来のパフォーマンスを保証するものではありません。また、モーニングスターが
信頼できると判断したデータにより評価しましたが、その正確性、完全性等に 
ついて保証するものではありません。著作権等の知的所有権その他一切の権利
はモーニングスター株式会社並びにMorningstar，Inc．に帰属し、許可なく複製、 
転載、引用することを禁じます。 

 当賞は国内追加型株式投資信託を選考対象として独自の定量分析、定性分析に
基づき、２０１５年において各部門別に総合的に優秀であるとモーニングスターが
判断したものです。国内株式中小型部門は、２０１５年１２月末において当該部門
に属するファンド２２５本の中から選考されました。 

経営効率の改善余地が大きい日本企業 

「ファンド オブ ザ イヤー ２０１５」国内株式中小型部門優秀賞の受賞について 
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 海外投資家が重視する指標のひとつに企業の経営効率を総合的にはかる「ＲＯＥ（自己資本利益率）」が

あげられます。日本企業のＲＯＥは米国との比較では向上の余地があると考えられ、経営効率の改善に 

より企業業績の更なる拡大、収益力の強化が見込まれます。 

 ２０１６年１２月末現在での、当ファンド組入銘柄平均のＲＯＥは１６.７％となっています。ポートフォリオ 

構築にあたっては、「構造的な背景からＲＯＥ水準、営業利益水準が高位に保てており、今後さらに改善が

見込まれる銘柄」をコア銘柄としています。 

 今後も個別企業とのミーティングや徹底した調査・分析に基づく中長期業績予測を元に、割安と判断され

る銘柄に投資を行い、ベンチマークである「ＪＰＸ日経インデックス４００（配当込み）」を上回る運用成果の

獲得をめざしてまいります。 

＜日米ＲＯＥの推移＞ ＜ＲＯＥの比較＞ 

出所）ブルームバーグのデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成 
日本株式：ＴＯＰＩＸ、米国株式：Ｓ＆Ｐ５００指数   

データ期間：2006年12月末～2016年12月末（月次） 

出所）ブルームバーグのデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成 

2016年12月末現在 
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①中長期的観点から「ＪＰＸ日経インデックス４００（配当込み）」を上回る投資成果の獲得をめざし運用を行います。 

②「ＪＰＸ日経インデックス４００」構成銘柄に限定することなく、同指数に採用が見込まれる銘柄も投資対象とします。 

③徹底した調査・分析を通じて、優れた経営効率と利益成長力を有し、株価の上昇が期待される銘柄に厳選して投資します。 

フ ァ ン ド の 特 色 

●ファンド（マザーファンドを含みます）は、値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は変動します。 
したがって、投資元本を割込むことがあります。 

●ファンドは、預貯金とは異なり、投資元本および利回りの保証はありません。運用成果（損益）はすべて投資者の
皆様のものとなりますので、ファンドのリスクを十分にご認識ください。 

主な変動要因 

基準価額の変動要因 

※ご購入に際しては、投資信託説明書（交付目論見書）の内容を十分にお読みください。 投 資 リ ス ク 

ファンドの費用 

当該費用の合計額、その上限額および計算方法は、運用状況および受益者の保有期間等により異なるため、事前に記載することはできません。 
なお、「ファンドの費用」に記載の消費税等相当額を付加した各種料率は、消費税率に応じて変更となる場合があります。 

 

！ 

！ 詳しくは、投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。 

株式投資リスク 
株式は国内および国際的な景気、経済、社会情勢の変化等の影響を受け、また業績悪化（倒産
に至る場合も含む）等により、価格が下落することがあります。 

流動性リスク 
市場規模が小さいまたは取引量が少ない場合、市場実勢から予期される時期または価格で取引
が行えず、損失を被る可能性があります。 

投資者が直接的に負担する費用 

購入時 
購入時手数料 

（1万口当り） 

購入申込受付日の基準価額に３.２４％（税抜３.０％）を上限として販売会社が独自に定める率をかけた額とします。 
※料率は変更となる場合があります。詳しくは販売会社にお問合せください。 

換金時 信託財産留保額 ありません。 

投資者が信託財産で間接的に負担する費用 

毎 日 

運用管理費用 
（信 託 報 酬） 

ファンドの純資産総額に年率１.５５５２％（税抜１.４４％）をかけた額とし、ファンドからご負担いただきます。 

監 査 費 用 ファンドの純資産総額に年率０.０１０８％（税抜０.０１％）をかけた額を上限とし、ファンドからご負担いただきます。 

随 時 
その他の費用・ 

手数料 

組入有価証券の売買委託手数料、信託事務の諸費用および借入金の利息等はファンドからご負担いただきま
す。これらの費用は運用状況等により変動するため、事前に料率・上限額等を記載することはできません。 

分配金に関する留意事項 
 分配金は、預貯金の利息とは異なり、ファンドの信託財産から支払われますので、分配金が支払われると、その金額相当分、基準価額

は下がります。 
 分配金は、計算期間中に発生した収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益）を超えて支払われる場合があります。

その場合、当期決算日の基準価額は前期決算日と比べて下落することになります。また、分配金の水準は、必ずしも計算期間における
ファンドの収益率を示すものではありません。 

 受益者のファンドの購入価額によっては、支払われる分配金の一部または全部が実質的に元本の一部払戻しに相当する場合があり  
ます。ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場合も同様です。 
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ご留意いただきたい事項 

 投資信託はリスクを含む商品であり、運用実績は市場環境等により変動し、運用成果（損益）はすべて投資者の皆様のものとなります。 
投資元本および利回りが保証された商品ではありません。 

 当資料はニッセイアセットマネジメントが作成したものです。ご購入に際しては、販売会社よりお渡しする投資信託説明書（交付目論見書）、
契約締結前交付書面等（目論見書補完書面を含む）の内容を十分にお読みになり、ご自身でご判断ください。 

投資信託は保険契約や金融機関の預金ではなく、保険契約者保護機構、預金保険の対象とはなりません。証券会社以外の金融機関で 
購入された投資信託は、投資者保護基金の支払対象にはなりません。 

 当資料のいかなる内容も将来の運用成果等を示唆あるいは保証するものではありません。また、資金動向、市況動向等によっては方針通り
の運用ができない場合があります。 

 当資料は信頼できると考えられる情報に基づいて作成しておりますが、情報の正確性、完全性を保証するものではありません。 

取扱販売会社一覧 

※販売会社は今後変更となる場合があります。また、販売会社によっては、新規のお申込みを停止している場合もあります。 
  詳しくは、販売会社または委託会社の照会先までお問合せください。 
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藍澤證券株式会社 ○   関東財務局長(金商)第6号 ○ ○     西日本シティＴＴ証券株式会社 ○   福岡財務支局長(金商)第75号 ○       

いちよし証券株式会社 ○   関東財務局長(金商)第24号 ○ ○     日本アジア証券株式会社 ○   関東財務局長(金商)第134号 ○       

宇都宮証券株式会社 ○   関東財務局長(金商)第32号 ○       浜銀TT証券株式会社 ○   関東財務局長(金商)第1977号 ○       

エイチ・エス証券株式会社 ○   関東財務局長(金商)第35号 ○       フィデリティ証券株式会社 ○   関東財務局長(金商)第152号 ○       

ＳＭＢＣフレンド証券株式会社 ○   関東財務局長(金商)第40号 ○     ○ ほくほくＴＴ証券株式会社 ○   北陸財務局長(金商)第24号 ○       

株式会社ＳＢＩ証券 ○   関東財務局長(金商)第44号 ○   ○ ○ 丸三証券株式会社 ○   関東財務局長(金商)第167号 ○       

岡三オンライン証券株式会社 ○   関東財務局長(金商)第52号 ○ ○ ○   三木証券株式会社 ○   関東財務局長(金商)第172号 ○       

カブドットコム証券株式会社 ○   関東財務局長(金商)第61号 ○   ○   
三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券
株式会社 

○   関東財務局長(金商)第2336号 ○ ○ ○ ○ 

ぐんぎん証券株式会社 ○   関東財務局長(金商)第2938号 ○       明和證券株式会社 ○   関東財務局長(金商)第185号 ○       

ごうぎん証券株式会社 ○   中国財務局長(金商)第43号 ○       楽天証券株式会社 ○   関東財務局長(金商)第195号 ○ ○ ○ ○ 

光世証券株式会社 ○   近畿財務局長(金商)第14号 ○       株式会社群馬銀行   ○ 関東財務局長(登金)第46号 ○   ○   

静岡東海証券株式会社 ○   東海財務局長(金商)第8号 ○       株式会社京葉銀行   ○ 関東財務局長(登金)第56号 ○       

常陽証券株式会社 ○   関東財務局長(金商)第1771号 ○       株式会社山陰合同銀行   ○ 中国財務局長(登金)第1号 ○       

大山日ノ丸証券株式会社 ○   中国財務局長(金商)第5号 ○       株式会社常陽銀行   ○ 関東財務局長(登金)第45号 ○   ○   

髙木証券株式会社 ○   近畿財務局長(金商)第20号 ○       
株式会社常陽銀行（委託金融商品
取引業者 常陽証券株式会社） 

  ○ 関東財務局長(登金)第45号 ○   ○   

中銀証券株式会社 ○   中国財務局長(金商)第６号 ○       

東海東京証券株式会社 ○   東海財務局長(金商)第140号 ○   ○ ○ 株式会社新生銀行   ○ 関東財務局長(登金)第10号 ○   ○   

東洋証券株式会社 ○   関東財務局長(金商)第121号 ○       株式会社仙台銀行   ○ 東北財務局長(登金)第16号 ○       

内藤証券株式会社 ○   近畿財務局長(金商)第24号 ○       株式会社第三銀行   ○ 東海財務局長(登金)第16号 ○       



●当資料に記載されている投資リスク、ファンドの費用等を必ずご覧ください。 

委託会社【ファンドの運用の指図を行います】 ファンドに関するお問合せ先 

ニッセイアセットマネジメント株式会社 
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第369号 
加入協会：一般社団法人投資信託協会 一般社団法人日本投資顧問業協会 

ニッセイアセットマネジメント株式会社 

コールセンター：0120-762-506 

（午前9時～午後5時 土、日、祝祭日は除きます） 

ホームページ： http://www.nam.co.jp/ 
受託会社【ファンドの財産の保管および管理を行います】 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取扱販売会社一覧 

※販売会社は今後変更となる場合があります。また、販売会社によっては、新規のお申込みを停止している場合もあります。 
  詳しくは、販売会社または委託会社の照会先までお問合せください。 
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株式会社筑邦銀行   ○ 福岡財務支局長(登金)第5号 ○       

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行（委託
金融商品取引業者 三菱ＵＦＪモル
ガン・スタンレー証券株式会社） 

  ○ 関東財務局長(登金)第5号 ○   ○ ○ 
株式会社トマト銀行   ○ 中国財務局長(登金)第11号 ○       

株式会社長崎銀行   ○ 福岡財務支局長(登金)第11号 ○       

株式会社南都銀行   ○ 近畿財務局長(登金)第15号 ○       

株式会社西日本シティ銀行   ○ 福岡財務支局長(登金)第6号 ○   ○   三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社   ○ 関東財務局長(登金)第33号 ○   ○   

株式会社北洋銀行   ○ 北海道財務局長(登金)第3号 ○   ○   株式会社みなと銀行   ○ 近畿財務局長(登金)第22号 ○   ○   

みずほ信託銀行株式会社   ○ 関東財務局長(登金)第34号 ○ ○ ○   

6/6 

【当資料において使用している指数についての説明】 
≪ＪＰＸ日経インデックス４００≫ 
①「ＪＰＸ日経インデックス４００」は、株式会社日本取引所グループおよび株式会社東京証券取引所（以下総称して「ＪＰＸグループ」といいま
す）ならびに株式会社日本経済新聞社（以下「日経」といいます）によって独自に開発された手法によって算出される著作物であり、「ＪＰＸグ
ループ」および「日経」は、「ＪＰＸ日経インデックス４００」自体および「ＪＰＸ日経インデックス４００」を算定する手法に対して、著作権その他一切
の知的財産権を有しています。②「ＪＰＸ日経インデックス４００」を示す標章に関する商標権その他の知的財産権は、すべて「ＪＰＸグループ」お
よび「日経」に帰属しています。③「ニッセイＪＰＸ日経４００アクティブファンド」は、ニッセイアセットマネジメント株式会社の責任のもとで運用され
るものであり、「ＪＰＸグループ」および「日経」は、その運用および「ニッセイＪＰＸ日経４００アクティブファンド」の取引に関して、一切の責任を負
いません。④「ＪＰＸグループ」および「日経」は、「ＪＰＸ日経インデックス４００」を継続的に公表する義務を負うものではなく、公表の誤謬、遅延
または中断に関して、責任を負いません。⑤「ＪＰＸグループ」および「日経」は、「ＪＰＸ日経インデックス４００」の構成銘柄、計算方法、その他
「ＪＰＸ日経インデックス４００」の内容を変える権利および公表を停止する権利を有しています。 
≪日経平均株価≫ 
「日経平均株価」（日経平均）に関する著作権、知的所有権その他一切の権利は日本経済新聞社に帰属します。日本経済新聞社は本商品
を保証するものではなく、本商品について一切の責任を負いません。 
≪東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）≫ 
東証株価指数（ＴＯＰＩＸ）は、株式会社東京証券取引所の知的財産であり、指数の算出、指数値の公表、利用など同指数に関するすべての
権利は、株式会社東京証券取引所が有しています。 
≪Ｓ＆Ｐ５００指数≫ 
Ｓ＆Ｐ各種指数に関する著作権、知的所有権その他一切の権利はＳ＆Ｐダウ・ジョーンズ・インデックスに帰属します。Ｓ＆Ｐダウ・ジョーンズ・イ
ンデックスは同社が公表する各指数またはそれに含まれるデータの正確性あるいは完全性を保証するものではなく、また同社が公表する各指
数またはそれに含まれるデータを利用した結果生じた事項に関して保証等の責任を負うものではありません。 
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